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第５章 ３市勉強会の実施 

３市の広報・防災担当者を対象に２回開催した勉強会では、調査結果の報告や調査設計・

方針等に対する意見交換等を通じて、次年度の取組方針及び実践マニュアル策定に向けて各

市の現状を共有し、課題を抽出した。 

 

１．実施概要 

＜第一回勉強会＞ 

○実施日時： 2020年 11月 12日 15：00～17：00 

○場所：調布市文化会館たづくり西館３階会議室 

○参加者数：10名 

○実施内容： 事業概要の説明、事例紹介、各市の取組共有、調査内容に関する意見交換 

＜第二回勉強会＞ 

○実施日： 2021 年 3月 23日 14：30～16：30 

○場所：調布市文化会館たづくり西館３階会議室 

○参加者数：11名 

○実施内容：調査結果の報告、事例紹介、調査内容に関する意見交換 
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２．第一回勉強会実施結果 

（１）プログラム 

時間 プログラム 講師・進行 

15：00 

（50分） 

開会・挨拶 

＜第一部＞ 

イントロダクション 

事業概要説明 

参加者の紹介 

事務局 

15：50 

（70分） 

＜第二部＞ 

各市の取り組みの共有 

調査内容に関する意見交換 

事務局 

17：00 閉会  

 

（２）第二部の検討結果 

 住民 Web アンケート 自治体アンケート 

広報担当

グループ 

○「近所に頼れる人はいるか」を聞いてはどうか。 

○普段利用している SNSについては、アカウントの

有無も聞いてはどうか。 

○浸水想定区域内・区域外で、情報収集に対する意

識などが異なるのではないか。 

○「日頃から災害への備えをしているか」を聞いて

はどうか。 

○Q10と Q11 の設問は似たような設問なので、一緒

にしてもいいのではないか。 

○ラジオは聴取方法を聞いたほうがいいのではない

か 

○情報収集した媒体については、情報収集した場所

（自宅か避難所かなど）についても聞いてはどう

か。 

○SNS の公式アカウント

について、フォロワ

ー数を聞いてはどう

か。 

○台風 19号の際、ホー

ムページが繋がらな

い等の問題があった

かどうか聞いてはど

うか。また、問題が

発生した自治体に対

して、その後どのよ

うな対応を取ったか

を聞いてはどうか。 

防災担当

グループ 

○浸水想定区域内・区域外で、情報収集に対する意

識などが異なるのではないか。 

○Q10 の重視する媒体については、その順位を確認

してはどうか。また、選択肢でテレビとラジオを

一緒にしているが、情報量が違うので分けたほう

がいいのではないか。 

○台風 19号の際に避難しなかった人に対して、その

理由を聞いてはどうか。 

- 
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（３）当日の検討資料 
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３．第二回勉強会実施結果 

（１）プログラム 

時間 プログラム 講師・進行 

14：30 

（50分） 

開会 

＜第一部＞ 

調査結果の報告 

事例紹介 

事務局 

15：00 

（90分） 

＜第二部＞ 

意見交換① 

意見交換② 

事務局 

16：30 閉会  

 

（２）第二部の検討結果 

 やるべきこと・やった方が

いいこと 
実現するための課題、必要なこと 

Ａ
グ
ル
ー
プ 

○職員体制の見直し 

○避難所の情報収集 

・避難所の情報をリアルタ

イムで収集できるシステ

ムやツールの設置 

・避難所での情報発信ツー

ル（デジタルサイネージ

等）の充実 

○情報発信について 

・情報発信のツールの決定 

・ＳＮＳごとの役割分担の

決定 

・ＵＤに配慮した情報発信 

○情報収集について 

・情報収集の方法の決定 

＜活用媒体＞ 

・情報の種類に応じてどの媒体で情報収集するかの検

討 

・ＳＮＳごとのメリットの洗い出し 

・市職員同士の連絡手段として公用のメッセンジャー

等を整備する 

・防災安心・安全メールの登録者数を増やすための取

組の検討 

・ＬＩＮＥを活用した場合、友達登録者数を増やすた

めの取組の検討 

・ホームページで発信した情報を他媒体で自動的に発

信するためのシステムが構築できないか 

＜発信する内容＞ 

・避難情報（避難のタイミング、持ち物、ルート等） 

・ＳＮＳごとに発信する情報の種類を決定する 

・市がこれから取る行動を事前に発信 

・ペットの避難情報など住民ニーズの高い情報 

＜体制＞ 

・職員参集のタイミングの検討 

・広報課、防災課の課としてのマイタイムラインの設

定 

・市職員の避難所設営や防災スキルの研修の実施 

・前持った避難所設営ができる参集体制の構築 

・自動で情報収集、公開できるシステムの構築 

・風水害時の参集訓練の実施 
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 やるべきこと・やった方が

いいこと 
実現するための課題、必要なこと 

Ｂ
グ
ル
ー
プ 

○職員体制の見直し 

・誰が発信するかを明確に

する 

・防災担当と広報担当だけ

に限らない体制づくり 

○避難所の情報について 

○コミュニティＦＭ等の認

知度向上 

 

＜体制＞ 

・防災担当と広報担当以外でも情報発信ができるよう

マニュアルを整備する 

・地域防災計画の見直し、修正 

＜避難所情報について＞ 

・混雑状況を把握するための専用のシステムの設置

（調布市は実装済み） 

・災害対策本部のホワイトボードに集約された避難所

情報を写真に撮って発信する等、最新情報を伝える

工夫の検討 

・避難所情報はエクセルにまとめたＰＤＦをホームペ

ージに掲載し、随時更新していけば視覚障がい者に

も伝わる情報になるのではないか 

＜コミュニティＦＭ等の認知度向上＞ 

・平常時から市民が興味を持つ情報を発信し利用促進

する 
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（３）当日の検討資料 
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第６章 有識者インタビュー 

インターネットや防災、障害者支援等の専門的知見を有する有識者から、調査内容や取組

方針等に関するアドバイス等を受けるためのヒアリングを行った。ヒアリングは２名の有識

者を対象に、オンラインで実施した。 

 

１．実施概要 

○インタビュー方法：zoomによるオンラインインタビュー 

○実施時期： 2021年 3月 1日 10：00～12：00（関根氏）  

2021年 3月 4日 16：00～17：30（田中氏） 

○インタビュー対象者：田中淳氏（東京大学大学院情報学環 総合防災情報研究センター） 

     関根千佳氏（株式会社ユーディット） 

候補者氏名・所属 インタビューの趣旨 インタビューの項目 

関根千佳氏 

株式会社ユーディ

ット 代表 

・情報のユニバーサルデザ

インについての知見を有す

る。内閣府や都道府県等の

ユニバーサルデザインに関

する委員等を歴任。 

・ホームページ、SNS、コミ

ュニティ FM を活用したま

た，インターネットを利用

しない方への災害情報の発

信についてのアドバイスを

もらう。特に情報弱者への

配慮すべき点などについて

のアドバイスをもらう 

①ホームページ、SNS を活用した災

害時における情報発信のトレン

ドや課題 

・効果的な情報発信の取組事例につ

いて 

・自治体の災害情報発信の課題につ

いて 

②自治体による災害情報の発信の

ポイント 

・自治体が災害情報を発信する際に

注意すべき点について 

田中淳氏 

東京大学 

大学院情報学環附

属総合防災情報研

究センター 

特任教授 

・社会工学システム・安全シ

ステムを専門とし、避難行

動や警報伝達システム等に

知見を持つ 

・自治体の災害情報発信に

ついての課題や改善点など

についてのアドバイスをも

らう 

①自治体による災害情報の発信に

ついてのトレンドや課題 

・効果的な情報発信の取組事例につ

いて 

・自治体の災害情報発信の課題につ

いて 

②自治体による災害情報の発信の

ポイント 

・自治体が災害情報を発信する際に

注意すべき点について 
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２．インタビュー結果のまとめ 

（１）災害情報発信における活用媒体 

●情報発信に活用する媒体は多様化している 

・ ひとつの媒体が使えなくなっても、残りの媒体で伝えられるように複数の媒体で伝える

ことが原則 

・ 受け手の居住環境や心身的個性、通信環境等多様性に対する配慮 

・ 媒体を活用する人の割合が低くても、情報を取得した人がいるのであれば、無駄な情報

発信ではない 

・ ベースとなる情報発信媒体を持ち、多様なメディアに展開していく 

●プッシュ型とプル型で使い分ける 

・ テレビやエリアメールなど勝手に情報が届くものはプッシュ型、ホームページなど自分

からアクセスしなければならないものはプル型 

・ SNS はプッシュ型に近いかもしれないが、人によって利用状況が異なるため一概には

言えない 

・ 本当に必要な情報はプッシュ型、詳細な情報はプル型とするのが良い 

●ストック情報とフロー情報で使い分ける 

・ ストック情報（記録を残したい情報）はホームページ、フロー情報（最新情報、リアル

タイムで発信したい情報）は SNS という基準で使い分けると良い 

・ フローの情報は、その時点で把握している情報を小間切れでも良いのでどんどん更新し

ていくべき。後からストック情報としてホームページにまとめれば良い 

●その他 

・ テレビは、緊急時の情報発信手段として最も有効であるが、停電すると使えなくなる。

また若い人でテレビを持っていない人が過半数程度もいる 

・ エリアメールは、プッシュ型で有効であるが文字数の制限がある。そのため、避難勧告

などの重要な情報発信に使用し、それ以外の情報は他のメディアで補完すればよい 

・ 防災行政無線は、火事や津波の場合は良いかもしれないが、台風や暴風雨の時にはほと

んど聞こえない。特に高齢者は聞き取りにくい 

・ コミュニティ FM は、その自治体の情報だけを伝えることができることが強み 

（２）災害情報発信の内容 

●アクセシブルな情報発信が大事 

・ アクセシブルな情報発信を行うことが重要 

・ デジタルデータであれば受け手側で音声変換や翻訳などができるため、紙情報はデジタ

ル情報としても発信する習慣をつけるべきである 

・ また、動画で情報発信するときは字幕付加を前提とすべきである 
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・ アクセシブルな情報を発信することは難しいことではない。PDF に変換する場合でも

オプション選択で可能である 

・ ホームページの場合は、アクセシビリティに加え、カラーUD を意識したり、UD フォ

ントを使用したりすることが大事。アクセシビリティと UD を徹底していれば、健常者

用・障害者用などと作り分ける必要はない 

●市が発信する災害情報の種類 

・ 災害時の情報発信として一番重要なのは避難指示。避難指示をどう適切に出すかが市民

の命に直結していると言える 

・ また、市のみが把握している情報は避難所情報。災害に関する情報は東京都や気象庁、

河川管理者に任せておけば良い 

・ 市民は、自分の家や地域がどうなるのかが重要であり、より狭域な災害情報を求めてい

る。例えば、自身の家から避難所までの安全なルート、洪水や火災などで逃げるルート、

車いす利用者の場合の避難ルートなど、災害の状況等に応じて提示ができる方が望まし

い 

・ 本当にほしい情報はなかなか入ってこない。例えば、ダメになった病院の情報はわかっ

ても、機能している病院の情報は入ってこないため判断できない 

●わかりやすい情報発信 

・ わかりやすい表現とは、言葉の問題ではない。「その人の置かれた状況で何をすれば良

いかが明確に表現されている」ということ 

・ 「誤解のない表現、正しい表現」と「その人がどうすれば良いかがわかる表現」は分け

て考えなければならない 

・ その情報が、あなたにとってどのような意味を持つのか。どのような影響を受けるのか。

それがわかることが「伝わる表現」である 

・ あなたにとっての情報に置き換えてあげるのがわかりやすい表現。そのようなわかりや

すい情報発信は、ホームページや SNS なら可能である 

（３）災害情報発信の体制 

●防災担当の負担を減らす 

・ すべての情報は防災担当に集約されるので、他部署から最終的な確認がすべて防災担当

に集中する。市民からの問合せ対応を広報が担当していたとしても、河川の氾濫情報な

どを聞かれると広報では判断しかねる。災害情報は命にかかわるため、防災に回してし

まうのが実態である 

・ そのため、防災担当の負担をどう減らすのか、が重要になる。「どう情報を流すのか」

ではなく「誰が情報を流すのか」をマニュアル化すると良い 

・ 多メディア化に対応するためには、体制が重要である。広報や危機管理課だけではなく、
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他部署も交えた体制にしなければならない。そうしないと情報発信に割けるマンパワー

が作れない 

●情報収集の体制 

・ どのタイミングで誰がどこからどんな情報を集める必要があるのか、というのを住民の

ニーズと合わせて検討しなければならない 

・ 被災の情報をより早く、正確に収集することが大事となるが、自治体職員では収集に限

界がある 

・ 市民の協力を得ながら情報収集、発信をしていかないと市の職員だけでは限界がある。

例えば、民生委員や防災士資格を持つ市民などを市民リポーターとして任命し、河川の

氾濫情報や避難所の混雑状況の情報発信を依頼するなどの工夫ができると良い。情報発

信を任される市民の育成ができる仕組みがあると良い 

・ 避難所を情報の集約拠点とすることも考えられる。市民が行政の代わりに情報を集約し

てくれる場にできると良い 

・ 日頃からの市民との関係性を良くしておくことが必要である。 
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